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The purpose of this paper is to introduce analytical frameworks and describe cases regarding 
globalization of business schools in the world including Japan. Actual cases in each category are 
described through interviews with deans of ESSEC (France), Zhejiang University’s School of 
Management (China), Korea University (Korea), and University of South Carolina’s International 
Business School (USA). Also described are activities at Pennsylvania University’s Wharton School 
(USA) and Nanyang Technological University (Singapore), followed by an experimental case of a 
Japanese business school’s formal degree program offered in Singapore in English. 
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 2 ．グローバルとグローバル化 













ヒーナンとパールミュッター（Heenan and Perlmutter, 1979）は、多国籍企業の本質に「姿勢基準」
があるとし、トップマネジメントの姿勢には、本国指向型（ethnocentric）、現地志向型（polycentric）、
地域志向型（regiocentric）、世界志向型（geocentric）があることを示した。 




メタナショナル（metanational）は、ドーズ、サントスおよびウイリアムソン（Doz, Santos and 
Williamson, 2001）が導入した概念である。グローバルな知識経済は、世界中に散らばる機会を上手
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 3 ．世界のビジネススクールのグローバル化 
 3 ．1 世界のビジネススクールのグローバル化の4類型 
世界のビジネススクールの国際的互換性向上の取組みの動向について、シンガポールのナンヤン・ビ
ジネススクールの前ディーンに対するインタビューを行った。 
インタビュー日時 2011年 3 月 6 日 16：00～18：30 
インタビュー場所 東京都文京区 
ジテンドラ・シン（Jitendra V. Singh）ペンシルバニア大学ウォートン校教授（Saul P. Steinberg 
Professor of Management, Wharton School, University of Pennsylvania） 
前ナンヤン・ビジネススクールディーン（Ex-Dean, Nanyang Technological University） 
「ビジネススクールのグローバル化の進み方については、様々な実験的試み（experiments）が行わ
れている。ひとつの興味深い実験は、INSEAD の『マルチ・キャンパス型（multiple campus model）』
であり、彼らはフォンテンブロー・シンガポール・アブダビにキャンパスを持っている。INSEAD で
も当初この試みは上手くいかないと懐疑的に見られていたが、現在ではとても成功しているとの認識に




（multiple partner model）』といえる」 
「ハーバード大学はそれらとは異なるモデルを有している。リサーチオフィスを中国・インドなど各国
に持つ方法であり、知的コンテンツをつくることにフォーカスしている。これを、マルチ・リサーチ拠
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 
最初の 3 つについては、一般的な MBA プログラムにおけるビジネススクール自身のグローバル化の
事例である。マルチ・パートナー型については、複数の大学が共同で行うもの（共同型）とある大学が









類   型 事   例 学生の 移動 
海外施設等 
への投資 
マルチ・キャンパス型 INSEAD, Chicago, ESSEC, Duke 他 ○ ○ 
共同型 Kellogg, Duke、浙江大学、高麗大学他 ○ ─ マルチ・ 
パートナー ハブ型 南洋理工大学 他 ○ ─ 
マルチ・リサーチ拠点型 Harvard 他 ─ ○ 
追加型 Wharton 他 ○ ─ インターナショナル・
プログラム 特化型 Thunderbird, South Carolina 他 ○ ─ 
（出所）Singh, J.とのインタビュー等をもとに筆者作成 
 
 3 ．2 マルチ・キャンパス型の特徴と ESSEC の事例 
「マルチ・キャンパス型」のモデルを採用しているビジネススクールは、海外で土地・建物を有した
り、海外での専任の教員・事務スタッフを確保したりするなど大規模な投資を行っている。 
INSEAD、シカゴ大学（Booth School of Business）および ESSEC は、シンガポールに進出してい
る。例えば「マルチ・パートナー型」の代表として挙げられたデューク大学（Fuqua School of 
Business）は、フランクフルト（ドイツ）に Duke University’s Fuqua School of Business Europe を
2000年度に開設して以来、The Duke MBA-Cross Continent program の本拠地として使用している。 
HULT International Business School は、ボストン、デュバイ、ロンドン、サンフランシスコ、上
海にキャンパスを展開しており１、グローバル・キャンパス・ローテーション（Global Campus 
Rotation）プログラムに参加すれば、 5 箇所のうち 3 箇所までで学ぶことができる仕組みとしている。 
マルチ・キャンパス型の事例として、フランスの ESSEC（エセック経済商科大学院大学）のディー
ンと 2 度にわたりインタビューを行った。 
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インタビュー日時 
2011年 6 月 1 日 14：30～16：00 
2012年 4 月19日 10：15～12：00 
インタビュー場所 いずれも 東京都新宿区 
Françoise Rey, Dean for MBAs & Advanced Master Program, ESSEC (Director ESSEC MSC, 
Masters and MBAs, Director General Adjoint), Frederic Jenny, Director of International 
Relations 
 
「ESSEC はシンガポール校（ESSEC Business School Singapore）を持っており、ロゴには『Paris 
= Singapore』と記載しているほど、そのことに強いアイデンティティーを持っている。また『グロー
ルなパースペクティブを持ったヨーロピアン教育（European education with a global perspective）』
を謳い、ブランディングの柱としている」 
「フルタイムのプログラムは 7 コース全て英語対応となっており、英語のみでも卒業可能である。エ
グゼクティブ・プログラムについては 5 コース中 3 コースで英語対応となっている。メインとなるコ
ース（Master of Science in Management）においては、18ヶ月間のインターンシップが義務付けられ
ており（ビジネス経験を有する場合は短縮可能）、そのうち 9 ヶ月間については海外で履修することが
義務づけられている」 

















（以上2011年 6 月 1 日） 
 






「2011年から 1 年制の『グローバル・プログラム』をスタートした。MBA in International Luxury 
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 3 ．3 マルチ・パートナー型の特徴と浙江大学・高麗大学・南洋理工大学の事例 
単独進出である「マルチ・キャンパス型」と異なり、「マルチ・パートナー（共同）型」は複数の提
携先を同じ形で巻き込んでいくネットワーク性を有する。 
ノースウェスタン大学（Kellogg Graduate School of Management）は、テルアビブ大学（イスラエ
ル）・WHU（ドイツ）・香港科学技術大学（香港）・ヨーク大学（カナダ）とジョイント・エグゼクテ








インタビュー日時 2012年 3 月 8 日 19：00～21：00 
インタビュー場所 東京都文京区 
浙江大学（Zhejiang University）管理学院（School of Management）常務副院長（Executive 
Dean）呉暁波（Xiaobo, Wu）教授 
「中国のビジネススクールとしては 3 位にランクされている浙江大学の管理学院は、『ビジネス教育






“X”には様々なもの（Entrepreneurship, Leadership, Innovation, Manufacturing Management な
ど）が入る。そして、それぞれの GXP において、浙江大学（中国）と米国・欧州・インドなどの国が
共にプログラムを運営している。」 
「例えば、Global Entrepreneurship Program（GEP）においては、米国の Babson College および
フランスの EMLyon の 3 つの大学でそれぞれ 4 ヶ月過ごす。それぞれの大学から約20名ずつ出し合う
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形で、65名（18カ国）が学んでいる。それぞれの大学の学位の期間は異なる（Babson と EMLyon は 
1 年、浙江は 2 年半）が、学生は 1 つの学位と 2 つのサーティフィケートを受ける。2010年 8 月に初
の卒業生を輩出した。この形としたのは、運営しやすい（easy to operate）からである」 
「提携の相手はプログラムのテーマ（X が何であるか）によって異なる。Global Leadership 
Program（GLP）の場合は、米国の University of Maryland (Robert H. Smith School of Business)、
インドの Indian Institute of Management (IIM), Bangalore との 3 者協定となっている。これもそれ




学（National University of Singapore）は 3 大学間コロキアム（tri-university colloquium）を結成
し、『3S University Alliance（S3UA）MBA プログラム』を2008年より開始した。（3S は Singapore 
– Shanghai – Seoul である。） 
インタビュー日時 2011年11月22日 11：00～12：00 
インタビュー場所 東京都新宿区 
高麗大学（Korea University）ビジネススクール Dean 李鎮奎（Jin, K. Lee）教授、Associate 
Dean 斐吉洙（Gil S. Bae）教授 
「高麗大学のビジネススクールには、通常の MBA、ファイナンス MBA のほかグローバル MBA（学
生数50名／年）、アジア MBA（学生数30名／年）から構成されている」 
「グローバル MBA プログラムは、短期間の International Residence Program（ボストン大学また
はシンガポール国立大学）を含み、交換留学を含む1.5年のプログラムおよび Dual Degree の 2 年プロ
グラムを含む」 
「高麗大学のビジネススクールは復旦大学およびシンガポール国立大学の間で 3 大学間コロキアムを
結成し、『アジア MBA』と呼んでいる。このプログラムにおいて学生は各大学において 1 セメスター
ずつ単位を取得し合計 3 セメスター分の修了に必要な単位を得る。そして、それぞれの単位を相互に
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南洋理工大学の場合、ビジネススクールに限定すると、早稲田大学（日本）と Waseda-Nanyang 
Double MBA（後述）、コーネル大学（アメリカ）と Cornell-Nanyang Institute of Hospitality 
Management、サンクトガレン大学（スイス）と The Nanyang MBA – St. Gallen SIM Double 
Masters Programme と、それぞれ 1 対 1 でそれぞれ異なる形態の提携プログラムを有しており、南洋
理工大学の観点からは日本・アメリカ・欧州のポートフォリオを構成している。 
 
 3 ．4 インターナショナル・プログラム型とサウス・キャロライナ大学の事例 
多くのランキングにおいて「インターナショナル・スペシャライゼーション（international 
specialization）」はビジネススクールのひとつのカテゴリーとなっている。例えば U.S. News & 
World Report が2012年 3 月に発表した当該分野におけるトップ10は表２の通りである。 





1. Thunderbird School of Global Management  6. New York University (Stern) 
2. Univ. of Pennsylvania (Wharton)  7. University of Southern California (Marshall) 
3. University of South Carolina (Moore)  8. Harvard University 
4. University of Michigan-Ann Arbor (Ross)  9. Duke University (Fuqua) 
5. Columbia University (NY) 10. University of California-Berkeley (Haas) 
（出所）U. S. News & World Report’s 2013 graduate rankings of top international graduate business  






インタビュー日時 2011年 6 月28日 9：30～11：30 
インタビュー場所 東京都新宿区 
Kendall Roth, the Chair of International Business Department 
William R. Folks, the Associate Dean of International Activities 
「サウス・キャロライナ大学は、International MBA（IMBA）を柱として差別化を行ってきた。イ
ンターナショナル・スペシャライゼーションのカテゴリーにおいては、20年以上連続してトップ 3 に
入っており、2012年度には大学院としては 2 位（公立としては 1 位）、学部は 1 位３のランキングを獲




目はインターナショナル・イシューにフォーカスしたもの（international core business curriculum）
であることが特徴である」 
「語学トラックはコア科目履修後、1 月から 2 月には各国で語学を学ぶ。その後 8 月までそれぞれの
国でインターンシップ（global internship）を経験する。グローバル・トラックはコア科目履修後、1 











（International specialization）」で 2 位にランキングされているペンシルバニア大学（Wharton）も５
更に今後の方向を模索している。グローバル化の検討過程について同校のシンは次のように述べる。 
インタビュー日時 2011年 3 月 6 日 16：00～18：30 
インタビュー場所 東京都文京区 
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─   ─ 114
南洋理工大学の場合、ビジネススクールに限定すると、早稲田大学（日本）と Waseda-Nanyang 
Double MBA（後述）、コーネル大学（アメリカ）と Cornell-Nanyang Institute of Hospitality 
Management、サンクトガレン大学（スイス）と The Nanyang MBA – St. Gallen SIM Double 
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理工大学の観点からは日本・アメリカ・欧州のポートフォリオを構成している。 
 
 3 ．4 インターナショナル・プログラム型とサウス・キャロライナ大学の事例 
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3. University of South Carolina (Moore)  8. Harvard University 
4. University of Michigan-Ann Arbor (Ross)  9. Duke University (Fuqua) 
5. Columbia University (NY) 10. University of California-Berkeley (Haas) 
（出所）U. S. News & World Report’s 2013 graduate rankings of top international graduate business  
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 4 ．日本におけるビジネス教育のグローバル化 
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表３ 教育サービス提供者の観点から見た場所と言語によるグローバル経営教育のカテゴリー 
場所



















主体 インパウンド（OUT→IN 型） アウトパウンド（IN→OUT 型） 
需要サイドの移動 
(Transfer of Students) 
需要サイドの OUT→IN 型： 
留学生が海外から日本に来て学ぶ。




(Transfer of Schools) 
供給サイドの OUT→IN 型： 
海外の教育機関が日本に進出する。
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（出所）AXIOM（2011）「MBA 留学生数推移」                               （出所）GMAC 
     グラフ１ 日本から海外ビジネススクールへの               グラフ２ 日本における GMAT  
留学生数推移                                             受験者数推移 
 
 4．3 供給サイド（大学）の移動 
ビジネススクールにおける「供給サイド」の移動は、大学自身が国境を越えた活動を行うことである。 
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ススクール）と協同して展開したダブル MBA プログラム2011年度までの仕組みは、「供給サイドの





このダブル MBA プログラムは、期間 1 年または 2 年のコースであり、修了者には両大学からそれぞ
れ経営学修士（MBA）の学位が授与される。南洋理工大学は、「トライセメスター（trimester）制度」
を採用しており、 1 年は 3 学期に分けられる。当該プログラムにおいては、学生は第 1 ・第 2 学期に
は、南洋理工大学のコアコースを同校の学生と共に受講し、MBA 基礎 8 科目（core courses： 1 科目
36時間）及び一部技術経営関連科目を履修する。第 3 学期（ 2 月から 6 月、一部第 2 学期）には早稲
田大学の教員がシンガポールに出向き、応用発展科目（functional courses： 1 科目24時間）の集中講



















デル（A Garbage Can Model of Organizational Choice）」に該当する面もある（Cohen, March & 
Olsen, 1972）10。しかしながら、一旦意思決定がなされ 7 年の実施期間が経過すると、海外において英
語で教育を行った経験を持つ教員数が組織内で増加し、グローバル化についての実践的経験が組織内に
蓄積されたことは確かな事実である。プログラムの立ち上げと継続のためには何をすべきであり、プロ
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 5 ．さいごに：ビジネススクールのグローバル化の意義 














「プログラムには  4 つの柱がある。第一の柱である『グローバルにデザインする（globally 
designing）』とは、提携校と集中的な討議を行うことによってプログラムのデザインを共同で行う
（co-design the program）ことである。第二の柱である『グローバルに組織化する（globally 
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 1  アメリカでは最初の企業型大学であり Arthur D. Little School of Management から発展した。 
 2  提携を行っているビジネススクールの正式名は ①The Recanati Graduate School of Management at Tel Aviv 
University in Israel, ②WHU-Otto Beisheim Graduate School of Management (Vallendar, Germany), ③the 
School of Business and Management at the Hong Kong University of Science and Technology (Hong Kong, 
China) ④the Schulich School of Management at York University (Toronto, Canada) である。 
 3  U.S.News & World Report’s 2012 graduate rankings of top international graduate business programs 
（2011年 3 月）による。また Financial Times においても“#1 for best ‘international experience’ among the 
world’s top 100 business schools”であるとされている。 
 4  同校のリサーチ・教育拠点である国際ビジネス・教育センター（Center for International Business and 
Education Research：CIBER）は1988年の包括通商競争力法（同校のリサーチ・教育拠点である国際ビジネ
ス・教育センター（Center for International Business and Education Research: CIBER））は1988年の包括通
商競争力法に基づき設立された。なお、この法律に盛り込まれている対外制裁条項のひとつがいわゆる「スー
パー301条」である。 
 5  ペンシルバニア大学の Lauder Institute of Management and International Studies との間の MBA/MA のジョ
イントプログラムおよびジョンス・ホプキンス大学（the Nitze School of Advanced International Studies: 
SAIS）またはハーバード大学（Kennedy School of Government）との学際プログラムがある。 
 6  早稲田大学ビジネススクールにおいてはその数は過去 3 年で急増し年間20名を越す規模となっているが、これ
が海外ビジネススクールへの留学の減少と補完関係にあるかどうかについては、確証はなく、今後の研究が必
要である。 
 7  GMAT の主催団体である Graduate Management Admission Council (GMAC) のアジア・パシフィック地域
統括責任者（Regional Director, APAC）であるジュリア・へリーズ（Julia Herries）に対するインタビューよ





 8  タシケント（ウズベキスタン）において JICA が設立している人材育成センターなどはこのカテゴリーに入り
得るが、正式な学位取得機関ではない。 
 9  2011年度までの本ダブル MBA プログラムにおいては、シンガポールで講義をすべて終えた後、学生は最後の
仕上げとして日本での 2 週間のビジネススタディミッション（Business Study Mission: BSM）と呼ばれるフ
ィールドスタディに参加しプログラムを完結した。BSM では日本における企業のビジネスの工場・研究所・本
社等を訪問し相互の意見交換や討議を行った。 
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